
（ 事業者・労働者のみなさまへ）

労働災害を防止するために【腰痛予防編】

腰痛災害は、全国で毎年5,000人程度と多くが発症しており、腰痛は長期間
治療を要する場合や慢性的な腰痛となる場合もあります。また、長期間負荷
があった結果、ぎっくり腰やヘルニア等になりやすくなる状態となる場合も
あります。
  腰痛にならないように普段からの腰痛予防、早期治療に係る体制づくりを
行うことで、働きやすい職場を目指しましょう！

腰痛災害はどういったときに発生する？Q
重い荷物を持った

台車を動かそうとした

移乗介助の際 入浴介助の際

腰痛災害は

  ①身体に対する急激な負荷
  ②姿勢の悪さ

によって発生します。
  腰痛災害を防止するために作業方法の見直し、
作業管理の徹底、安全教育等の安全意識の向上
に努めましょう。

腰痛災害はどういったもの？Q
腰痛症、ぎっくり腰、椎間板ヘルニア、

椎体骨折等があり、脊椎にある椎間板や
腰回りの筋肉に異常をきたした状態をい
います。
腰回りの筋肉を通じてお尻から太もも等

へ痛みが発生することもあり、これらの
痛みも腰痛に含まれます。
腰痛は４要因が複合的に関与した結果、

腰痛となります。

心理的・社会的要因
（人間関係やストレス）

個人的要因
（生活習慣や運動習慣）

動作要因
（作業内容や姿勢）

環境要因
（温度や床のぬれ、凍結）



特に前かがみ、中腰、ひねりは身体に大きな負担がかかり、腰痛災害が多く
発生しています。

前かがみ 中腰 ひねり

労働衛生管理対策

腰痛災害を防止するため、厚生労働省では「職場における腰痛予防対策指針」
を策定し、重量物を取り扱う事業場、介護、看護等の福祉医療分野に対する
啓発・指導を行っています。

指針の主なポイント

腰痛予防のために（「腰痛予防対策指針」について）

健康管理
（腰痛健診や腰痛予防体操など）

労働衛生教育
（腰痛防止のための教育）

作業管理
（作業内容や姿勢、体制など）

作業環境管理
（床面、作業スペースなど）

職場で腰痛を防止するためには、労働衛生管
理体制を整備し、作業管理、作業環境管理、
健康管理、労働衛生教育の実施をすることが
重要です。
それぞれ腰痛の４要因に対応するものとなっ
ており、腰痛予防は４要因が複合的に関与す
ることから、総合的・継続的に管理を行いま
しょう。

リスクアセスメント

リスクアセスメントは職場での作業内容について、身体への負荷の程度、
作業頻度から腰痛のリスクの大きさを評価し、リスクの大きいものから対策
を検討、実施するものです。
腰痛予防のため、作業場巡視等により作業によるリスクの見積もり、
チェックリスト等によるリスクの評価、各作業に応じたリスクの低減措置を
行いましょう。

労働安全衛生マネジメントシステム

腰痛予防のためには作業管理、作業環境管理、健康管理、労働衛生教育を
的確に組み合わせて総合的に推進していくことが大切です。
実施した腰痛予防対策が効果的に働いているかどうかを一連の流れ（PDCA
サイクル）により、総合的、継続的に実施しましょう。



・未熟練労働者、女性・高年齢労働者等を考慮して、重量物取扱い作業等の
腰部に著しい負担がかかる作業について、作業の全部又は一部の自動化を
行う。

・運搬物の軽量化や一部を機械化（台車やスタンディングマシーン等の補助
用具を導入）する。

Point１：労働衛生管理対策

作業管理

作業の自動化、省力化

作業姿勢の見直し

作業の実施体制の見直し

・前かがみ、中腰、ひねり等の
不自然な姿勢を取らないよう
にする。

・前かがみ、中腰へとならない
よう膝をついた作業、ひねり
には正面での作業を徹底する。

・持ち上げの際には、下腹部に
意識するとよい。

Ex)膝をつき、荷を体に近づけて、
  前かがみ、中腰にならない

・適切な位置の作業台や椅子を
導入する

・長時間立位での作業では、
座面の高い椅子など、作業に
応じたものを導入する。

・長時間の立位、椅座位等の同一の姿勢を取らないよう、椅子等の導入の
他に、こまめな休憩やローテーション制の導入も検討する。

・足元の確認をし、不安定な姿勢や動作を避ける。

肘の曲げ角度がおよそ90°に
なる高さにする

足裏全体が地面に着く程度の
高さとする

・作業時間や作業量について、作業に従事する総員数、作業時間、取り扱う
重量、補助用具の有無等を考慮し、適切な割振を検討する。

・無理に一人作業を行うのではなく、複数人での作業を検討する。

【参考】一人で安全に持てる重量

男性：体重×40％
女性：体重×40％ ×60％

Ex)体重70kg男性
  →28㎏まで

※女性は男性の60％程度



Point１：労働衛生管理対策

作業環境管理

作業環境

健康管理

・冬季の屋外等の低温環境下での作業は、筋骨格組織が良好に活動できず、
血管収縮により、腰痛の誘因や悪化につながるため、衣服の着用や暖房設
備の設置を行う等、作業場所の気温に配慮する。

・作業場所、通路、階段等で、足もとや周囲の安全が確認できるよう適切な
照度を保つ。

・つまづきやすべりによる不安定な動作を避けるため、床面は凹凸が少なく、
防滑性、弾力性等に優れたものとする。

・車両系建設機械の運転作業等の、著しく粗大な振動や長時間振動をうける
場合、座席にクッションを設置する等の振動の軽減対策を講じる。

・重量物取扱い作業、介護、看護作業等の腰部に著しく負担の係る作業に
常時従事している労働者に対して、配置の際、6ヶ月以内ごとに１回、
腰痛健診を実施する。

・腰痛健診においては、必要に応じて脊柱の検査や神経学的検査についても
実施する。

・腰痛予防のため、作業開始前等で、腰痛予防体操を実施する。
・腰痛は再発するリスクが高いため、休業者が復帰する場合に、産業医等の
意見を十分に尊重して、就業上必要な措置を講じ、復帰時の不安を十分に
解消させる。

（厚生労働省YouTube「社会福祉施設
向け転倒・腰痛防止用視聴覚教材」）

これだけ腰痛体操

厚生労働省では「これだけ腰痛体操」を推奨しており、短時間で腰への負担
を軽減します。

これだけ腰痛体操の手順
①足を肩幅から少し広めに開き、
②膝を伸ばしたままお尻に手を当てて、
③骨盤を前に入れるイメージで押し込み、
④ゆっくり息を吐きながら
⑤３秒間ゆっくり上体を反らす。
⑥３回繰り返す

痛みがある場合は直ちにやめて整形外科医に相談！

肩甲骨を寄せて、
胸を開く。
両手を近づけ、
正面を向く。 手のひら全体を

腰にあてる



Point１：労働衛生管理対策

労働衛生教育

腰痛予防のための教育

心理的・社会的要因の排除

健康保持増進

・従事する作業、作業者の経験等を加味し、腰痛予防のための労働衛生教育
を実施する。

Ex）どういった際（作業・場所）に腰痛が発生するのか
腰痛に係る発生要因と危険性の周知
腰痛予防のための対策（発生要因の低減措置）
腰痛予防体操

・腰痛予防について十分な知識と経験を備えた者を講師としましょう。

・労働者が精神的なストレスを蓄積しないよう、上司や同僚による支援や
相談窓口を作る等の組織的な対策を整える。

・労働者の日常生活における健康の保持増進が重要であり、運動習慣だけで
なく、睡眠、禁煙、バランスの取れた食事等について産業医による保健指
導も検討する。

・腰痛の発生により、さらなる負の循環となる場合もあるため、日々の生活
習慣を見直しましょう。

腰痛

身体活動量の減少

食事量の減少

筋力の衰え

・筋力の衰えの防止のため、スクワット
や膝伸ばし運動等を行いましょう。

・また、できるだけ階段を使用する等、
取り組みやすい運動を取り入れること
で長続きさせましょう。

①適切な運動量

②適切な食事量

・身体を維持するには、適切な栄養素を
摂取する必要があります。

タンパク質

ビタミンD ビタミンK

カルシウム

・厚生労働省による生活習慣病
予防に係るサイトはこちら→



Point２：リスクアセスメント

リスクの見積もりと評価
・作業場の巡視を通じて、作業や実施体制の洗い出しを行うとともに、作業
場所に腰痛となるリスクがあるかを確認する。

・腰痛は作業行動にも起因するため、必要に応じて職長等に聞き取り調査を
行う等、作業場の現状把握を行う。

・確認された腰痛リスクの要因について、
当該作業の頻度や、腰痛となった場合の
重症度から対策するべき優先順位の設定
を行う。

・作業内容の洗い出しを行った後に、右の
チェックリストを参考に、リスクの評価
をしましょう。

リスクの低減措置の検討

腰痛の発生には動作、環境等の４要因が関与するとともに、作業や作業場所
は様々であることから、腰痛予防対策は、一律かつ網羅的に各種取組を行う
のではなく、的確な優先順位設定のもと、各作業におけるリスクに応じて、
実行可能かつ効果的な対策を講じることが必要です。
リスクアセスメントを実施し、作業、作業場ごとのリスクの見積もり、リス
クの評価、講じるリスク低減措置の検討を経て、予防対策を行いましょう。

・対策が必要か、どの作業（場所）から対策するのか、どのような解決策が
あるかを職場ごとに話し合う。

・必要に応じて産業医や産業保健職等からの医学的、生理学的な観点による
アドバイスをもらい、対策方法の参考とする。

介護作業者の腰痛予防
対策チェックリスト
（腰痛予防対策指針及び開設より）

Point３：労働安全衛生マネジメントシステム

問い合わせ先
山梨労働局健康安全課 甲府市丸の内1-1-11 TEL：055-225-2855
甲府労働基準監督署 甲府市下飯田2-5-51 TEL：055-224-5617
都留労働基準監督署 都留市四日市場23-2 TEL：0554-43-2195
鰍沢労働基準監督署 南巨摩郡富士川町鰍沢1760-1   TEL：0556-22-3181

富士川地方合同庁舎5階

・トップによる安全衛生方針の表明や目標の
設定を行いつつ、リスクアセスメントの結果
をもとに計画（Plan）、実施（Do）、結果の
評価（Check）、見直・改善（Act）というサ
イクル（PDCA サイクル）により、継続的・
体系的に安全衛生対策に取り組む。
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